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補正予算の概要 

 予算規模   △３４１，０４８千円 
    内訳   増額分：  ４１，９５２千円 

         減額分：△３８３，０００千円 

※国の補正予算に伴う前年度採択事業分 

 

    主な事業（別添参考資料を参照） 

事   業   名 事業費（千円） 

１ 子ども医療扶助 ２９，１３３ 

２ 産地パワーアップ事業 １１，０６３ 

３ 小中学校施設改修事業（減額分内訳） △３８３，０００ 
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                  予算額 １１，０６３千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業建設部産業振興課 

内線５８０、５８１ 

（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）0567-55-7128 
意欲のある農業者が高収益な作物・栽培体系への転換を図る

ための取組に対して、支援します。 

 水田・畑作・野菜・果樹等の産地が、地域の営農戦略として定めた「産地パワーアップ計画」に基づき、

意欲のある農業者が高収益な作物・栽培体系への転換を図るための取組を支援します。 

 

（事業概要） 

○ 産地パワーアップ事業                 

  「産地パワーアップ計画」に基づき、意欲のある農業者等

が行う販売額の増加や経営コストの削減を目的とした取組

に対して、その経費の一部を補助するものです。 

 

 補助率：対象経費の２分の１以内 

 

 ※ 今回は、新たに採択されたイチゴの高設養液栽培プラン

トのリース事業について、補正計上しています。 
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               予算減額 △３８３，０００千円 

 

 

 

 

 

 

 

教育部学校教育課 

内線３５０、３５７ 

（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）0567-55-7136 
今年の３月に国の補正予算の成立により事業が採択された

為（平成２９年度繰越明許事業）、平成３０年度当初予算を

減額します。 

 小中学校の施設の改修事業費（工事費・工事監理費）を一部減額します。 

（内訳） 

 ≪小学校管理費≫ 

永和・勝幡小学校トイレ改修事業         △ ９３，０００千円    

  永和小学校屋内運動場非構造部材耐震改修事業   △ ５５，５００千円 

  市江小学校外壁等改修事業            △ ７６，５００千円 

 

 ≪中学校管理費≫ 

  佐屋中学校武道場非構造部材耐震改修事業     △ ３６，５００千円 

  永和中学校外壁等改修事業            △１２１，５００千円 

 

※各事業に関する歳入（国庫支出金及び教育債）も併せて減額します。 


